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令和５年度に実施した「建設工事進捗率調査」の結果について 

 

１．調査の概要 

（１）調査の目的 

建設工事進捗率調査は、建設総合統計1を作成する際に、建設工事受注動態統計及び建築着工統計か

ら得られる工事費額（請負契約金額または工事費予定額）を、月々の出来高に展開するために用いる

工事種別・予定工期毎の工事進捗率を作成するための一般統計調査である。 

 

（２）調査の経緯 

「公的統計の整備に関する基本的な計画」（令和５年３月 28日閣議決定）においては、ＧＤＰの

精度向上の観点から、建設部門における基礎データの精度向上が引き続き課題の一つとされており、

ＱＥと年次推計のシームレス化では、建設総合統計の精度向上が不可欠とされている。また今後５

年間に講ずる具体的施策として、建設工事進捗率調査の実施、同調査への建築工事費調査の活用方

法についての検討が盛り込まれている。 

「令和５年度建設工事進捗率調査」では、令和２年４月から令和６年１月までに完成した工事を対

象に、工事種別・工期毎に実際の月別の出来高率を調査した。 

本資料は、調査結果から得られた月別出来高率を用いて月別出来高発生の特徴が近しい工事種別・

予定工期を統合し、工事費をウェイトとした工事費加重平均により工事種別・予定工期毎等の工事進

捗率を算出している。 

令和５年度調査の実施にあたっては、調査計画の見直しや分析手法の検討について「国土交通省統

計品質改善会議」からの助言を得ながら決定している。 

 

（３）本資料における定義 

ⅰ）「工事種別」とは、土木工事では建設工事受注動態統計から得られる工事区分及び工事種類、建築

工事では建築着工統計から得られる構造及び用途を用いて分類したものをいう。 

ⅱ）「予定工期」とは、土木工事では建設工事受注動態統計から得られる受注年月から完成予定年月ま

での月数、建築工事では建築着工統計から得られる工事の予定期間をいう。 

ⅲ）「工事進捗率」とは、土木工事では受注年月から工事実施月の末日までの出来高率の累計、建築工

事では着工予定期日から工事実施月の末日までの出来高率の累計を工事種別・予定工期毎に推計

したものをいう。 

ⅳ）「出来高分布率」とは、単月に実施した工事の出来高率を工事種別・予定工期毎に推計したものを

いう。 

 
1 建設総合統計とは国内における建設活動（建築・土木）の実態を出来高ベースで把握することができる唯一の統計であ

る。建設工事の出来高については、建設工事受注動態統計調査及び建築着工統計調査から得られる工事費額を、過去の調

査で得られた工事の進捗率から月々の出来高に展開することで推計する。本統計は、統計審議会の答申に基づき昭和 43 年

に創設され、月別、発注者別、地域別、工事種類別毎に出来高で把握できることから、国民経済計算（ＧＤＰ）の四半期

別推計、県民所得の推計や公共事業の施行状況の把握等、建設活動における現状分析や将来予測等の多方面において活用

されている。 

令和６年 12月 20日 

国土交通省総合政策局 

情報政策課建設経済統計調査室 

令和７年２月 21日 一部差替え 

１．調査の概要（４）ⅱ）～ⅳ）の更新、関連する図の適正化 
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（４）作成方法 

   建設工事進捗率調査の作成手順は、下記（図1-1）のとおりとする。 

 

  図 1-1 建設工事進捗率調査の作業手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ）調査対象工事の抽出 

土木工事（公共土木・民間土木）では、建設工事受注動態統計調査において報告された個別工事の

うち、以下①②⑤の要件を満たす工事を基に標本母集団の設定を行い、調査対象工事 11,632件を無作

為に抽出した。 

建築工事では、建築工事費調査の実施に当たり国土交通省総合政策局情報政策課建設経済統計調査

室が作成する対象リスト2に含まれる建築工事のうち、以下③④⑤の要件を満たす建築物を基に標本母

集団の設定を行い、調査対象工事 3,315件を無作為に抽出した。 

①令和２年４月から令和５年２月の間に受注 

②完成予定年月が令和２年５月から令和５年３月までの期間内 

③令和２年４月から令和５年２月の間に着工予定 

④完成予定年月が令和３年１月から令和５年３月までの期間内 

⑤予定工期が２ヶ月以上 36ヶ月以内 

 

なお、標本母集団の設定にあたっては、表 1のとおり分類した。 

  

 
2 建築工事費調査（基幹統計調査「建築着工統計調査」の一部）の実施に当たり国土交通省総合政策局情報政策課建設経済

統計調査室が作成する対象リスト（建築着工統計調査で報告された建築物を母集団として抽出された工事リスト。当該調

査実施のために都道府県から建築工事届（写し）を取り寄せ、工事施工者の情報が既に入力されている） 

調査対象工事の抽出 進捗率の作成 

建設工事受注動態

統計調査（土木） 

調査票の送付・回収・審査 

調査票の

送付・回収 

調 査 票 

の 審 査 

調査対

象工事

抽 出 建築着工統計調査 2

（ 建 築 ） 

進捗率 

の作成 

調査票 

結果の 

解 析 
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表 1-1 公共土木工事の工事種別 

 

 

表 1-2 民間土木工事の工事種別 

 

※「その他工事」とは、建設工事受注動態統計調査 民間等からの受注工事における鉄道工事、発電

用土木工事及び電気・通信等の電線路工事以外の工事種類【土木】をいう。 

 

表 1-3 建築工事の工事種別 

 

 

ⅱ）調査票の送付・回収及び審査 

抽出した調査対象工事を請け負った各事業所に対し、郵送等により調査票を送付・回収を行った。

なお、回収した調査票については、記入内容を審査し、審査を通過した調査票を集計して有効標本と

した。 

新設 維持・補修 災害復旧

橋梁・高架構造物工事 01 11

舗装工事 02 12

トンネル工事 03

ダム・えん堤工事 04

管渠工事 05

電線路工事 06

しゅんせつ・埋立工事 07

土工事（しゅんせつ・埋立以外） 08

機械装置等工事 09

その他の土木工事 10

工事種類

13

14

工事区分

新設 維持・補修

鉄道工事 15 19

発電用土木工事 16

電気・通信等の電線路工事 17

その他工事※ 18

工事種類
工事区分

20

その他

（工場・倉庫以外）

・木造(W) 21

・鉄筋鉄骨コンクリート造(SRC)

・鉄筋コンクリート造(RC)

・鉄骨造 25 26 27

・コンクリートブロック造(CB)

・その他(O)
28

用途

非住宅

23

22

24

構造
住宅

工場・倉庫
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ⅲ）進捗率の算出に用いる関数作成用グループの設定 

従来は進捗率展開に利用する進捗率曲線は工事種別に推定していたが、今回の進捗率調査の分析を

通じて、工事種別及び予定工期の異なる進捗率を統合することが適切であることが判明した。そのた

め、標本抽出時の分類（工事種別・予定工期）による各層に対して、月別出来高発生の特徴が近い層

をまとめることとした。具体的には有効標本から得られたデータを用いて層毎の進捗率曲線を確認し、

月別出来高発生の特徴が近い層を下記のグループ(𝑔 = 1,⋯ ,55)にまとめた。その結果、各グループの

サンプルサイズは大きくなり、推計の安定性は高まっている。 

 

表 2-1 公共土木工事の関数作成用グループ 

 

 

表 2-2 民間土木工事の関数作成用グループ 

 

 

表 2-3 建築工事の関数作成用グループ 

 

  

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

01 新設_橋梁・高架構造物工事

02 新設_舗装工事

03 新設_トンネル工事

04 新設_ダム・えん堤工事

05 新設_管渠工事

06 新設_電線路工事

07 新設_しゅんせつ・埋立工事

08 新設_土工事（しゅんせつ・埋立以外）

09 新設_機械装置等工事

10 新設_その他の土木工事

11 維持・補修_橋梁・高架構造物工事

12 維持・補修_舗装工事

13 維持・補修_その他（11・12以外） 29

14 災害復旧工事

工事種別No.

26

28

30 31

25

27

22

予定工期

16

18

20

23

17

19

21

24

10 11

12 13

14 15

1

8 9

2 3

4 5

6 7

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

15 新設_鉄道工事

16 新設_発電用土木工事

17 新設_電気・通信等の電線路工事

18 新設_その他工事

19 維持・補修_鉄道工事

20 維持・補修_その他（19以外）

No. 工事種別

41 42 43

32

33 34

35 36

37 38

39

40

予定工期

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

21 木造_住宅

22 木造_非住宅

23
鉄筋鉄骨コンクリート造・鉄筋コンク

リート造_住宅

24
鉄筋鉄骨コンクリート・鉄筋コンク

リート造_非住宅

25 鉄骨造_住宅

26 鉄骨造_工場・倉庫

27 鉄骨造_その他（工場・倉庫以外）

28
コンクリートブロック造・その他の建

築物（用途による区分無し）

工事種別No.

44

45

46

48 49

47

50

51 52

55

53 54

予定工期
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ⅳ）工事進捗率の作成 

設定したグループ毎に、実際の工事完成までにかかった実績工期と予定工期の差（以下、遅れ月数）

の上限をまず設定（①）したうえで、進捗率の算出に用いる関数を作成（③④）したのち、工事種別・

予定工期毎の進捗率曲線を作成（⑤）した。 

① 遅れ月数の上限の設定 

調査票結果の解析によって、月別出来高発生の特徴が近い層をまとめた同一グループの中で

は、実績工期と予定工期の差である遅れ月数は予定工期の長短に関わらず一定の月数に集中し、

予定工期の長さに比例しないことが確認された。 

この状況を踏まえ、グループに含まれる工事の遅れ月数の分布に基づき、グループ毎に遅れ月

数の上限を設定し、②以降、遅れ月数の上限以内に完成していた工事だけを用いて工事進捗率を

作成した。 

② 利用するデータ 

各工事𝑖に対して本調査から得られるデータは次のとおりである。 

・予定工期 𝑀0,𝑖 

・実際の工事完成までにかかった実績工期 𝑀𝑖 

・工事月𝑚（𝑚 = 1,⋯ ,𝑀𝑖）における累計出来高率 𝑦𝑚,𝑖 

・工事費 𝑤𝑖 

さらに𝑦0,𝑖 = 0, 𝑀𝑖 ≤ 𝑚 ≤ 𝑀0,𝑖 のとき 𝑦𝑚,𝑖 = 1 と定義すると、𝑦𝑚,𝑖は𝑚に関して単調増加

であり、0 ≤ 𝑦𝑚,𝑖 ≤ 1となる。  

また、𝑔番目のグループに対して①で定めた遅れ月数𝑀𝑖 −𝑀0,𝑖の上限𝑈𝑔(0 ≤ 𝑈𝑔 ≤ 4)、

グループ内の工事の件数を𝑛𝑔とする。 
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③ 予定工期月末までの範囲における進捗率の算出に用いる関数の作成 

工事開始月から予定工期月末までの範囲(0 ≤ 𝑚 ≤ 𝑀0,𝑖)では、異なる予定工期の工事同士で時

間経過の尺度を揃えるため、進捗率の算出に用いる関数の変数を予定工期に対する工事期間の経

過割合（以下、予定工期進展率）とした。各工事𝑖について、𝑚月の予定工期進展率𝑥𝑚を 

𝑥𝑚 =
𝑚

𝑀0,𝑖
    (0 ≤ 𝑥𝑚 ≤ 1) 

と定義し、𝑥𝑚に対して𝐺𝑖(𝑥𝑚) = 𝑦𝑚,𝑖として、点(𝑥𝑚, 𝑦𝑚,𝑖)を結ぶ折れ線の関数𝐺𝑖(𝑥) を作成する。 

各グループに含まれるすべての𝐺𝑖(𝑥)に対して、工事費 𝑤𝑖 をウェイトにした加重平均 �̂�(𝑥) 

を求め、そのグループの予定工期月末までの範囲における関数とする。ただし、𝑊 = ∑ 𝑤𝑖
𝑛𝑔

𝑖=1
 は

グループ𝑔の工事費の合計である。 

加重平均 �̂�(𝑥)の式は以下の通り。 

�̂�(𝑥) =
1

𝑊
∑{𝑤𝑖𝐺𝑖(𝑥)}

𝑛𝑔

𝑖=1

          (0 ≤ 𝑥 ≤ 1) 

ただし、予定工期より早い工事月で完成に至っている工事(𝑀𝑖 < 𝑀0,𝑖)については、工事完成

済である 
𝑀𝑖

𝑀0,𝑖
≤ 𝑥 ≤ 1 の範囲で 𝐺𝑖(𝑥) = 1となる。 

本来であれば �̂�(𝑥) はグループ𝑔ごとに定められるため、正確には �̂�𝑔(𝑥) と表すべきであるが、

簡単に省略標記を用いる。 

図３-1 予定工期月末までの範囲における進捗率の算出に用いる関数の例 

（新設_橋梁・高架構造物工事） 
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④ 予定工期超過範囲における進捗率の算出に用いる関数の作成 

予定工期超過範囲(𝑚 ≥ 𝑀0,𝑖)では、同一グループでは遅れ月数が一定の範囲に集中するとい

う実態に即し、予定工期𝑀0の長短に関わらず最大遅れ月数𝑈𝑔で工事完成に至る形でグループの

工事進捗率を導出するため、各工事𝑖の進捗率は予定工期月末を起点とする経過月数（以下、遅れ

月）𝑚∗の関数𝐻𝑖(𝑚
∗)とした。グループ𝑔に含まれる各工事𝑖について𝑀𝑖 ≤ 𝑀0,𝑖 + 𝑈𝑔だから、遅

れ月𝑚∗は次のようになる。 

𝑚∗ = 𝑚 − 𝑀0,𝑖 

なお、集計の対象とした工事𝑖では、𝑀𝑖 − 𝑀0,𝑖 ≤ 𝑈𝑔となり、0 ≤ 𝑚∗ ≤ 𝑈𝑔である。 

各工事𝑖について遅れ月𝑚∗における累計出来高率は𝑚 = 𝑚∗ +𝑀0,𝑖として𝑦𝑚,𝑖 である。グル

ープ𝑔に含まれる各工事𝑖について点(𝑚∗, 𝑦𝑚,𝑖)を結ぶ折れ線の関数𝐻𝑖(𝑚
∗) = 𝑦𝑚,𝑖を作成し、工

事費𝑤𝑖をウェイトにしたこれらの加重平均�̂�(𝑚∗)を、そのグループの予定工期超過範囲におけ

る関数とする。ただし、𝑊 = ∑ 𝑤𝑖
𝑛𝑔

𝑖=1
 はグループ𝑔の工事費の合計である。 

加重平均 �̂�(𝑚∗)の式は以下の通り。 

�̂�(𝑚∗) =
1

𝑊
∑{𝑤𝑖𝐻𝑖(𝑚

∗)}

𝑛𝑔

𝑖=1

           (0 ≤ 𝑚∗ ≤ 𝑈𝑔) 

ただし、𝑚 ≥ 𝑀𝑖のとき𝑦𝑚,𝑖 = 1となることから、予定工期以内に完成に至っている工事（𝑀𝑖 ≤

𝑀0,𝑖）については𝐻𝑖(𝑚
∗) ≡ 1、遅れ月数の上限より早い工事月で完成に至っている工事（𝑀𝑖 <

𝑀0,𝑖 + 𝑈𝑔）については、工事完成済である 𝑀𝑖 − 𝑀0,𝑖 ≤ 𝑚∗ ≤ 𝑈𝑔 の範囲で𝐻𝑖(𝑚
∗) = 1となる。 

図３-２ 予定工期超過範囲における進捗率の算出に用いる関数の例 

（新設_橋梁・高架構造物工事） 
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なお、各工事𝑖で 𝐺𝑖(1)と𝐻𝑖(0)の値は、いずれも𝑚 = 𝑀0,𝑖に対する𝑦𝑚,𝑖だから一致する。そのた

め、加重平均についても�̂�(1) = �̂�(0)となる。 

 

⑤ 出来高展開に用いる進捗率曲線の作成 

建設工事受注動態統計及び建築着工統計から得られる工事の工事費額を展開するために用い

る進捗率曲線は次のようになる。グループ𝑔については③予定工期月末までの範囲における関数

�̂�(𝑥)及び④予定工期超過範囲における関数�̂�(𝑚∗)として、予定工期毎の進捗率曲線が作成され

ている。これらの関数を用いると、グループ𝑔に含まれ予定工期が𝑀0である工事の𝑚月におけ

る進捗率�̂�𝑚は以下のようになる。 

�̂�𝑚 = {
 �̂�(𝑚 𝑀0⁄ )        0 ≤ 𝑚 ≤ 𝑀0             

 �̂�(𝑚 − 𝑀0)     𝑀0 ≤ 𝑚 ≤ 𝑀0 + 𝑈𝑔
 

従来は、工事種類𝑐(平成 30年度調査においては公共土木 24種類、民間土木 10種類、建築 15

種類)ごとに予定工期進展率𝑥 = 𝑚 𝑀0⁄ の関数として進捗率曲線𝐹(𝑥)を定め、展開する工事の

予定工期𝑀0に関わらず、同一の𝐹(𝑥)を用いた。より正確に記せば進捗率曲線は𝐹𝑐(𝑥)となる。 

これに対して、今回はⅲ）で定めたグループ𝑔と予定工期𝑀0ごとに適用する𝐹𝑔,𝑀0
(𝑥)を、次

の式で定めたことになる。 

𝐹𝑔,𝑀0
(𝑥) = {

 �̂�(𝑥)                       0 ≤ 𝑥 ≤ 1                  

 �̂�(𝑀0(𝑥 − 1))     1 ≤ 𝑥 ≤ 1 + 𝑈𝑔 𝑀0⁄
 

 

図３-３ 進捗率曲線の作成例（新設_橋梁・高架構造物工事 予定工期𝑀0：10ヶ月） 
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２．建設工事進捗率調査結果の概要 

（１）回収件数・回収率 

抽出した調査対象工事のうち、未回収や記入漏れ等により無効となった工事を除くと有効件数は

8,451件となった。 

表 4-1 調査対象工事の回収率と有効回収率                   

 
抽出件数

（Ａ） 

回収件数

（Ｂ） 

回収率 

（Ｂ／Ａ） 

有効件数

（Ｃ） 

有効 

回収率 

（Ｃ／Ａ） 

公共土木工事 7,806件 5,599件 71.7% 4,803件 61.5% 

民間土木工事 3,826件 2,787件 72.8% 2,343件 61.2% 

建築工事 3,315件 1,681件 50.7% 1,305件 39.4% 

合  計 14,947件 10,067件 67.4% 8,451件 56.5% 

   

（２）建設工事進捗率について 

工事進捗率を以下に示す。 

ⅰ）公共土木工事 

表 4－2公共土木工事の工事種別 

No 工事種別 No 工事種別 

01 新設_橋梁・高架構造物工事 08 新設_土工事（しゅんせつ・埋立以外） 

02 新設_舗装工事 09 新設_機械装置等工事 

03 新設_トンネル工事 10 新設_その他の土木工事 

04 新設_ダム・えん堤工事 11 維持・補修_橋梁・高架構造物工事 

05 新設_管渠工事 12 維持・補修_舗装工事 

06 新設_電線路工事 13 維持・補修_その他（11・12以外） 

07 新設_しゅんせつ・埋立工事 14 災害復旧工事 

 

ⅱ）民間土木工事 

表 4-3 民間土木工事の工事種別 

No 工事種別 No 工事種別 

15 新設_鉄道工事 18 新設_その他工事 

16 新設_発電用土木工事 19 維持・補修_鉄道工事 

17 新設_電気・通信等の電線路工事 20 維持・補修_その他（19以外） 

 

ⅲ）建築工事 

表 4-4 建築工事の工事種別 

No 工事種別 No 工事種別 

21 木造_住宅 25 鉄骨造_住宅 

22 木造_非住宅 26 鉄骨造_工場・倉庫 

23 鉄筋鉄骨コンクリート造・鉄筋コンクリート造_住宅 27 鉄骨造_その他（工場・倉庫以外） 

24 鉄筋鉄骨コンクリート造・鉄筋コンクリート造_非住宅 28 
コンクリートブロック造・その他の建築物（用途による区

分なし） 
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公共土木工事（No.01～No.14） 

 

No.01 新設_橋梁・高架構造物工事 

  

 

 

No.02 新設_舗装工事 
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No.03 新設_トンネル工事 

  

 

 

No.04 新設_ダム・えん提工事 
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No.05 新設_管渠工事 

  

 

 

No.06新設_電線路工事 
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No.07 新設_しゅんせつ・埋立工事 

  

 

 

No.08 新設_土工事（しゅんせつ・埋立以外） 
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No.09 新設_機械装置等工事 

  

 

 

No.10 新設_その他の土木工事    

v  
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No.11 維持・補修_橋梁・高架構造物工事 

  

 

 

No.12 維持・補修_舗装工事 

  

  

  

   

   

   

   

   

   

   

   

   

    

     

工
事
 
 
 
（
 
）

     

予定工期    

   予定工期   以    以 

       

   予定工期   以    以 

       

   予定工期    以     以 

       

      維持補修（  土木）
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No.13 維持・補修_その他（11・12以外） 

  

 

 

No.14 災害復旧 
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民間土木工事（No.15～No.20） 

 

No.15 新設_鉄道工事 

  

 

 

No.16 新設_発電用土木工事 
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No.17 新設_電気・通信等の電線路工事 

  

 

 

No.18 新設_その他工事 

  

  



 

－ 19 － 

 

 

 

No.19 維持・補修_鉄道工事 

  

 

 

No.20 維持・補修_その他（19以外） 

  

  



 

－ 20 － 

 

建築工事（No.21～No.28） 

 

No.21 木造_住宅 

  

 

 

No.22 木造_非住宅 
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No.23 鉄筋鉄骨コンクリート造・鉄筋コンクリート造_住宅 

  

 

 

No.24 鉄筋鉄骨コンクリート造・鉄筋コンクリート造_非住宅 
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No.25 鉄骨造_住宅 

  

 

 

No.26 鉄骨造_工場・倉庫 
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No.27 鉄骨造_その他（工場・倉庫以外） 

  

 

 

No.28 コンクリートブロック造・その他の建築物（用途による区分なし） 

  

 


